





























ワースト 10 の第 2 位に選ばれたのは，日産自動車ほか大手自動車数社の無資格検査員による安全
検査である。
34 経営と経済　50巻 1・2号

















　2017 年 10 月 8 日，神戸製鋼所が緊急の記者会見を開き，アルミ・銅製部材の強度や寸法などのデー
タを偽装していたと発表した。
　当初，対象製品の出荷は約 200 社としていたが，1 週間も経たない 13 日には，ステンレス鋼や
特殊鋼でも，不正行為を確認した。出荷先は約 500 社に膨らんだ。
　10 月 20 日の記者会見では，一連の不正が発覚した 8 月以降に，同社が実施した社内の緊急監査
でも，長府製造所の管理職を含む従業員が，データ改竄の事実を引き続き隠蔽していたことを明ら
かにした。
　2017 年 11 月 10 日，神戸製鋼所は「原因究明と再発防止に関する報告書」を，経済産業省に提出し，
会見を開いてその内容を説明した。
　同報告書によると，品質不正が行われたのは，同社 4 部門・6 事業，国内グループ 8 社，海外グルー
プ 5 社に及ぶ。そのうち，5 年以上の長期間型事業所は，アルミ・銅事業部門 9，鉄鋼事業部門 3，












　2018 年 3 月 6 日，神戸製鋼所は最終報告書を公表し，出荷先は延べ 688 社（重複を除くと 605 社）


















の品質などの虚偽表示を禁ずる不正競争禁止法である。警視庁は，2018 年 7 月 17 日，法人として
の神戸製鋼所と改竄のあった本体 3 工場の品質管理担当者 4 人を，不正競争防止法違反（虚偽表示）
の疑いで書類送検した。続いて，東京地検特捜部は，7 月 19 日，担当者 4 人を不起訴処分とする一方，
法人としての同社を，不正競争防止法違反（虚偽表示）の罪で，立川簡裁に起訴した。
　起訴状によると，同社はアルミや銅製品を製造する真岡（栃木県），大安（三重県），長府（山口



































製品を，規格内として試験成績書に記載し，2 回やるべき製品試験も 1 回しかやっていなかったの
である。









　2017 年 11 月 28 日，屈指の高収益企業である東レでも，子会社で品質データを改竄していたこ
とが明らかになった。
37	 日本企業の品質不正と日本的経営の変容
　100％子会社「東レハイブリッドコード」の本社工場で，2008 年 4 月から 2016 年 7 月にかけて，
不正が行われた。自動車タイヤを補強するタイヤコードなどのコード類について，取引先と合意し
た規格から外れた製品の検査データを改竄し，納入していたのである。























　2018 年 11 月 2 日，大手化学素材メーカーの日立化成は，新たに自動車用バッテリーなどの 28



































表 1　2017 年秋～ 2018 年に発覚した大手素材メーカーの検査不正
（検査データの改竄，異なる方法での検査，検査の未実施）
出所：『読売新聞』2018 年 4 月 30 日・11 月 3 日，『日本経済新聞』2018 年 11 月 3 日を基に作成。
会社名 不正の時期 主な内容
神戸製鋼所 1970 年代～ アルミ・銅事業部門を中心に，グループ 23 拠点
で発覚。本社の現役執行役員 3 人が不正を黙認し，
過去の役員 2 人が直接関与。
三菱マテリアル 1977 年頃～ アルミや合金などのグループ 5 社で発覚。改竄の
マニュアルも存在。
東レ 2008 年 4 月～ 2016 年 7 月 タイヤの補強材の製造子会社で発覚。品質保証の
責任者が関与。









秋のことである。2018 年夏から秋にかけて，スバル，マツダ，ヤマハ発動機の自動車 3 社におけ
る完成車検査での不適切対応，日産自動車，スバル，スズキでの燃費・排ガスデータ改竄などが発
覚した。















　2018 年 7 月 9 日，日産自動車は国内工場で，排ガスや燃費の測定データを改竄していたことを
































　また，群馬製作所で生産された 9 車種の 903 台分で，燃費や排ガスのデータを書き換えていた。
2002 年頃に行われていた可能性が高い。2016 年 4 月に，三菱自動車の燃費データ不正問題が発覚
した際，従業員同士で「書き換えはまずいのではないか」と話題になったという。しかし，内部通
報や上司への相談には至らなかった。



















　2018 年 8 月 9 日，三社は新車の出荷前の品質管理検査で，ルールを逸脱する不適切な対応をし
ていたと発表した。
　問題は完成車 100 台に 1 台程度の割合で行う「抜き取り検査」で起きた。走行速度などの条件を
逸脱して測定したデータを，有効だとみなしていたのである。
　スズキは 2012 年 6 月以降の四輪車 6401 台，マツダは 2014 年 11 月以降の四輪車 72 台，ヤマハ






　3 社の不適切対応は，スバルと日産の書き換え不正問題を受けて，国が 2018 年 7 月に求めた調
査で新たに分かった。





　 表 2 に見るように，2016 年に三菱自動車などの燃費データ不正が発覚後，乗用車メーカー 8 社
のうち，5 社で不適切な問題が表面化した。
表 2　自動車メーカーを巡る近年の品質不祥事























































































　J.C. アベグレン（James Christian Abegglen）の『日本の経営』（The Japanese Factory）［1958］は，
日本の大企業で働く限られた人たちを対象にし，企業組織や人間関係など，日本の経営の社会的側









































































　日本的 TQC の発展の原動力となったのが，日科技連（1946 年設立）と日本規格協会（1945 年設
立）であり，彼らによる全国的な QC 推進活動であった。
　日科技連は，デミング賞制定（1951 年），『現場と QC』発刊（1962 年），日本品質管理学会の設
立（1970 年），『品質』発刊（1971 年）などを通じて，QC の普及と理論的研究を推進した。
　ラジオ放送による現場監督者への QC 教育，階層別・職能別の教育訓練の実施，主要都市におけ





　日本の製造業は，1960 年代から 80 年代にかけて，TQC を導入し，活用することで，品質とコス
ト競争力を高めた。日本版 TQC は工場という閉じた世界での生産性向上には，威力を発揮した。
メイド・イン・ジャパンのブランドを確立して，世界をリードする立場に躍り出る。
　1980 年代に入ると，TQC を中止する企業が現れ始める。QC サークルを解散させ，社内 QC 大会
を中止するなど，撤退が相次いだ。1990 年代に入ると，経営環境が急激に変化する中，TQC の限
界や問題点が露呈するに至った。













出所：小川慎一「1990 年代以降における日本の小集団活動」『横浜経営研究』第 32 巻第 1 号，2011 年より作成










　1990 年代に製造業のリストラ，コストダウン，海外シフトなどが続く中，国内の QC サークル数は，
2000 年以降に大幅に減少した。それが現場での改善力の低下に繋がっていると見られる。














1972 1977 1984 1989 1994 1999 2004
鉱業 23.8 43.2 58.6 53.1 38.1 34.7 34.7
建設業 28.3 31.8 61.3 47.3 31.0 37.2 23.8
製造業 46.6 52.6 73.3 65.2 57.9 48.9 40.6
卸売・小売業 27.5 28.8 60.9 50.9 44.9 34.7 27.9
情報通信業 30.5 24.5 43.3 40.8 44.9 50.4 25.7
金融保険業 40.7 24.8 48.9 51.4 43.8 38.7 27.3































管理活動に踏み出したのは，1950 年代後半～ 60 年代前半のことである。1960 年代中頃～ 1980 年
代前半は，日本的 TQC の発展期に当たる。品質の作り込み，全員参加，継続的学習，全国的な推
進センター，という 4 つの特徴が明確になり，定着・浸透・新展開が見られた。
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